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令和７年（２０２５年）９月３日、最高裁判所は、リニア中央新幹線（以下「リニア」

という。）工事認可の処分取消を求めた原告のうち、南アルプス等の自然環境が破壊され

ることやトンネル事故等からの輸送の安全性等が確保されていないことを理由にして、

工事計画の取り消しを求めていた原告らが、これら原告の原告適格を否定し訴えを却下

した１審の中間判決及びこれを追認した控訴審判決について上告及び上告受理申立てを

行っていましたが、上告を棄却し、上告受理をしないとの決定を言い渡しました。 

原告適格に関する１審の中間判決は、令和５年（２０２３年）１１月２８日７８２名

の原告の内原告５３２名の原告適格を否定し訴えを却下し、２４９名の原告適格を認め

ました。１審原告らは控訴しましたが、控訴審判決は、令和５年（２０２３年）１１月

２８日一部３６名の原告の生活利益の侵害の危険性を認めて中間判決を破棄し１審に差

戻をしましたがその他の原告に対しては中間判決を認めて控訴を棄却しましたので、最

高裁に上告及び上告受理の申立てをしました。 

原告適格が認められた原告らの訴訟は、令和５年（２０２３年）７月１８日東京地方

裁判所で国土交通大臣の裁量には違法性は無いとして請求が棄却されましたが、控訴し

現在東京高等裁判所で審理が続いています。 

 行政訴訟においては、常に「原告適格」の有無が問題とされます。「原告適格」とは、
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「争う法的利益を有する者」が原告として当該処分を争う資格を有するとの要件であり、

法的利益を有する者しか行政行為を争えないとされ、争う主体を極力制限することとな

ります（行政事件訴訟法９条）。本件においては、原告らは以下の「法的利益」を有する

として、以下の３つの類型について原告適格の主張を行ってきました。 

① 全原告について共通な適格＝「a 乗車した場合に安全な運行を確保できる利益」

「ｂ 南アルプスの美しい自然景観を享受する利益」 

② リニアルート上の一都六県居住者の多くが有する適格＝「居住地域の関係で、工

事及び運行に際して騒音、振動、大気汚染、水利、微気圧波、低周波などの環境被

害を受ける高度の蓋然性、建設後の日照被害、景観侵害などの被害を受ける高度

の蓋然性」 

 ③確実に被害を受ける者＝「ルート上ないし近辺に物権的権利（土地、借地、借家、

立木トラスト等）を有する者」 

１審中間判決及び控訴審判決は、上記の①、③の類型については原告適格を認めない

というものでした。なお、控訴審判決は、中間判決で原告適格が否定された原告の一部

３６名の原告適格を認めて１審に審理を差し戻しました。神奈川県住民の飲料水源への

汚染の危険性、残土運搬ルートの近くに居住している愛知県住民の生活利益の侵害可能

性を理由に原告適格を認めました。 

上記①を原告適格と認めないことは、南アルプスという２０１４年６月にユネスコエ

コパークにも登録された貴重な自然に対して、山腹に巨大なトンネルを掘削することで

の自然環境への深刻な影響を与えることを軽視しておざなりな環境影響評価を鵜呑みに

して行われた処分を肯定することになります。また、リニアという超電導磁気浮上式の

列車については、未だ磁気運行システムに対する面でも、地震・火災等の安全性の面で

も「乗客の安全な運行」が確保されていると客観的に示される資料が提示されていない

と言わざるを得ず、この点を原告適格から排除して議論を封じ込めることは、国やＪＲ

東海が「乗客の安全性」を重視しない、運行設備について安全性確保義務を有しないと

判断したも同然であり、公共交通機関の管理者として許されない態度を容認することと

なります。 

上記②については、飲料水や農業用水等について及び工事に基づく騒音、振動、大気

汚染等を理由とする生活侵害、完成後の日照侵害の適格を一定認めましたが、その余の

適格については否定しました。特に、「発生土置き場」の明示について、計画認可後５年
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以上を経過して未だに場所自体が確定できないような「事業計画」を容認したことにつ

いて国が責任持って認可したと言えるのかという点を司法が容認したこととなることを

深刻に受け止めるべきです。 

また、上記③について原告適格を否定しましたが、工事が進行し物権的権利自体が物

件の収用問題が現実に発生するまで具体的権利侵害とならないというのであれば、そも

そも計画自体を問題にすることが不可能になります。 

原告団はこのような中間判決及び中間判決を容認した控訴審判決に不服で最高裁判所

に対し、原告適格を否定することは、「裁判を受ける権利」を侵害する憲法３２条違反で

あるとして、上告し上告受理申立てをしてきました。今回の最高裁判決で最高裁判所が

国民の裁判を受ける権利に背を向けた決定をしたことは、国民の最後の法の番人である

最高裁判所の役割を放棄したもので、許されない決定であると強く抗議するものであり

ます。 

リニア工事に関しては工事が進行するに従って各地で重大な環境破壊が生じています。

特に昨年５月に発覚したトンネル工事により岐阜県瑞浪市大湫町で井戸枯れ１４か所井

戸減水４か所、水位異常１０か所、地下水位低下７０ｍ、地盤沈下最大８ｃｍ等被害が

現在も続いている状況で工事は既に１年以上ストップした状況です。ＪＲ東海は地下水

の漏水及び水位低下を防ごうと薬液注入工法を検討しましたが、昨年７月に発生した北

薩トンネルの地下水水圧によるトンネル壁の崩落土砂流入事故を受け、トンネル崩落事

故につながりかねない薬液注入工事による、地下水の漏水防止、地下水位の回復等は諦

め、地下水の流出を放置せざるを得ない方針に転換しております。今後リニア工事の最

大の難所と言われる南アルプストンネル工事が始まると、最大土被り１４００ｍ地点も

ある標高３０００ｍ級の山岳地帯であり、その土圧や水圧を考えると大湫町のトンネル

の安全性とは比較にならない巨大な圧力が予想されます。トンネル崩落事故等トンネル

工事及び乗客の安全性に不安を持つのは当然です。またトンネル掘削により南アルプス

の地下水位は３００ｍ以上の低下が予測されています。トンネル直上の荒川岳周辺の山

岳地帯や大井川の支流の水枯れや高山植物の枯渇等生態系の破壊が深刻です。 

本件訴訟の原告団、弁護団、サポーターは、一体となって、このような不当な最高裁

決定に断固抗議し、国民的世論を盛り上げて本件リニア事業の不適切さを明らかにして、

リニア工事計画の認可処分の取消と本件工事を中止させるまでたたかい抜く所存です。 

以上 


